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現下の厳しい経済情勢に対処するための臨時の措置として、平成２１年度補正予算

により交付される補助金により、以下の事業を今後５年間にわたり集中的に実施する
ため、独立行政法人日本学術振興会（以下「振興会」という）に基金を設ける。

①「世界最先端研究支援強化プログラム（仮称）」

 

２７００億円

基礎研究から出口を見据えた研究開発まで、幅広い先端的科学技術分野のうち世界をリード
する成果を上げ得る研究開発を推進する。

②「若手研究者海外派遣事業（仮称）」

 

３００億円
我が国の将来を担う若手研究者や大学院生等を、海外の大学や研究機関に派遣する。

現下の厳しい経済情勢に対処するための臨時の措置として、平成２１年度補正予算

により交付される補助金により、以下の事業を今後５年間にわたり集中的に実施する
ため、独立行政法人日本学術振興会（以下「振興会」という）に基金を設ける。

①「世界最先端研究支援強化プログラム（仮称）」

 

２７００億円

基礎研究から出口を見据えた研究開発まで、幅広い先端的科学技術分野のうち世界をリード
する成果を上げ得る研究開発を推進する。

②「若手研究者海外派遣事業（仮称）」

 

３００億円
我が国の将来を担う若手研究者や大学院生等を、海外の大学や研究機関に派遣する。

趣 旨趣 旨

（１）基金の設立（１）基金の設立
振興会に、平成２６年３月３１日までの間、先端研究助成基金及び研究者海外

派遣基金を設けることとする。

（（２２））先端研究助成業務に関する業務方法書及び中期目標等先端研究助成業務に関する業務方法書及び中期目標等
文部科学大臣は、業務方法書の認可や中期目標の策定等をしようとするときは、

関係行政機関の長に協議するとともに、総合科学技術会議の意見を聴くこととする。

（３）その他所要の規定の整備（３）その他所要の規定の整備
区分経理、基金の運用方法の制限、基金廃止の際の残余額の処理、補助金

適正化法の準用、国会報告など

※施行期日：公布の日
※平成２１年度補正予算関連法案

（参考）独立行政法人日本学術振興会の概要

設立年月日

 

平成１５年１０月１日（昭和７年１２月

 

（財）日本学術振興会として創設）
目

 

的

 

学術研究の助成、研究者養成のための資金の支給、学術に関する国際交流の促進、
学術の応用に関する研究等を行うことにより、学術の振興を図ること。

２１年度予算

 

１５６,８４０百万円（運営費交付金

 

他）
事 業 概 要

 

○科学研究費補助金の審査・交付。

○若手研究者に対する研究奨励金の支給。
○研究者の派遣・受入れ、共同研究、セミナー等の国際交流。
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平成１５年１０月１日（昭和７年１２月

 

（財）日本学術振興会として創設）
目

 

的

 

学術研究の助成、研究者養成のための資金の支給、学術に関する国際交流の促進、
学術の応用に関する研究等を行うことにより、学術の振興を図ること。
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平成２１年４月文部科学省
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